
 

 

 以下のような事情がある場合に，事業組織への組み入れが肯定的に解されるもの

と考えるのが一般的です。ただし，これらの事情がない場合でも直ちに事業組織へ

の組み入れが否定されるものではありません（『労使関係法研究会報告書』）。 

 

⚫ 契約の目的 

➢ 契約の形式にかかわらず，相手方と労務供給者の契約が，労働力を確保する

目的で締結されている。 

⚫ 組織への組み入れの状況 

➢ 業務の遂行の量的ないし質的な面において不可欠ないし枢要な役割を果た

す労働力として組織内に位置付けられている（ただし，当該労務供給者が集

団として存在していなくても，事業組織への組み入れが否定されるわけで

はない。）。 

➢ 評価制度や研修制度を設ける，業務地域や業務日を割り振るなど，相手方が

労務供給者を管理している。 

➢ 人手が不足したときは他の事業者にも委託するが，通常は労務供給者のみ

に委託している。 

⚫ 第三者に対する表示 

➢ 相手方の名称が記載された制服の着用，名刺，身分証の携行等が求められて

いるなど，第三者に対して相手方が労務供給者を自己の組織の一部として

扱っている。 

⚫ 専属性 

➢ 相手方から受託している業務に類する業務を，契約上他の相手方から受託

することができない。 

➢ 相手方から受託している業務に類する業務を他の相手方から受託すること

Ｑ４５８．「①事業組織への組み入れ」の有無を判断する際には，どの

ような事情を考慮する必要がありますか。 



 

について，契約上設定された権利義務としては制約がないが，当事者の認識

や契約の実際の運用上は制約があり困難である。 

➢ 相手方から受託している業務に類する業務について，他の相手方との契約

関係が全く又はほとんど存在しない。 


